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招集ご通知

証券コード　3458

2022年10月７日

株　主　各　位
東京都港区虎ノ門二丁目10番１号

株 式 会 社 シ ー ア ー ル イ ー
代表取締役社長 亀 山 忠 秀

１．日 時 2022年10月27日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区虎ノ門二丁目10番１号

虎ノ門ツインビルディング　西棟地下１階　大会議室
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第14期（2021年８月１日から2022年７月31日まで）事業報
告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連
結計算書類監査結果報告の件

第14期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、当社第14期定時株主総会を下記のとおり開催いたします
ので、ご通知申し上げます。

本年は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大リスクが存在していることに鑑
み、本定時株主総会は、当社役員等最小限の人数にて、時間も大幅に短縮して、
開催させていただきます。
①　書面または電磁的方法（インターネット等）により事前に議決権行使をし
てくださいますよう、改めてお願い申し上げます。

②　株主総会会場へのご来場は、可能な限りご遠慮くださいますようお願いい
たします。またご来場の際は、マスクの着用をお願いいたします。

③　運営スタッフにおいて、マスク等を着用したままご対応をさせていただく
ことがあります。

④　ソーシャルディスタンス確保のため会場の座席数が限られております。そ
の定員を超えた場合には、ご入場をお断りすることがあります。

⑤　入場に際しては検温・消毒等へのご協力をお願いいたします。37.5℃以上
の発熱その他体調のすぐれない様子の株主様のご入場をお断りすることがあ
ります。

なお、書面による議決権行使につきましては、お手数ながら後記の株主総会参
考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示い
ただき、2022年10月26日（水曜日）午後５時までに到着するようご返送ください
ますようお願い申し上げます。
また、インターネット等により議決権を行使される場合は、３頁～４頁の「イ

ンターネット等による議決権行使のご案内」をご確認のうえ、ご行使ください。

敬　具
記
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招集ご通知

２. 第14期（2021年８月１日から2022年７月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 監査等委員でない取締役９名選任の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。

本定時株主総会にご出席の株主様へのお土産の用意はございません。

本招集ご通知に添付すべき書類のうち、事業報告の「新株予約権等の状況」、
「会計監査人の状況」及び「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運
用状況の概要」、並びに連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」、「連結
注記表」及び計算書類の「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」につきまし
ては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、当社ウェブサイト（https://
www.cre-jpn.com）に掲載しておりますので、本招集ご通知提供書面には記載し
ておりません。したがいまして、本招集ご通知提供書面に記載している事業報
告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人又は監査等委員会が会計監査報告
又は監査報告を作成するに際して監査した事業報告、連結計算書類及び計算書類
の一部であります。
なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が

生じた場合は、修正後の事項を当社ウェブサイト（https://www.cre-jpn.com）
に掲載させていただきます。

株主様への株主総会決議ご通知の送付を取りやめております。決議ご通知の内
容は、当社ウェブサイト（https://www.cre-jpn.com）に掲載させていただきま
す。
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インターネット等による議決権行使のご案内

【インターネット等による議決権行使のご案内】

　インターネット等により議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご

了承いただきますようお願いいたします。

１．議決権行使ウェブサイトについて

　　インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェ

ブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイトURL：https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

２．議決権行使のお取り扱いについて

　(１)インターネットにより議決権を行使される場合は、①上記URLにアクセス

し、②同封の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び

「パスワード」にてログインいただき、③画面の案内に従って議案に対す

る賛否をご入力ください。なお、パスワードは初回ログインの際に変更し

ていただく必要があります。

　(２)今回ご案内する「議決権行使コード」及び「パスワード」は本総会に関し

てのみ有効です。次の総会の際には、新たに「議決権行使コード」及び

「パスワード」を発行いたします。

　(３)議決権の行使期限は、2022年10月26日（水曜日）午後５時までとなってお

ります。

　(４)書面とインターネット等により、重複して議決権を行使された場合は、イ

ンターネット等によるものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたしま

す。また、同一の方法により、重複して議決権を行使された場合は、最後

に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

　(５)議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者

の料金（接続料金等）は、株主様のご負担となります。

（ご注意）

・パスワードは、ご投票される方がご本人であることを確認する手段ですので大

切にお取り扱いください。なお、パスワードを当社よりお尋ねすることはござ

いません。

・パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロッ

クされた場合、画面の案内に従ってお手続きください。
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・議決権行使ウェブサイトは一般的なインターネット接続機器にて動作確認を行

っておりますが、ご利用の機器によってはご利用いただけない場合がありま

す。

３．インターネット等による議決権行使に関するお問い合わせ先について

　(１)議決権行使に関するパソコン等の操作方法等に関する専用お問い合わせ先

　　　みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル

　　　・電話番号　0120-768-524（フリーダイヤル）

　　　・受付時間　午前９時～午後９時（年末年始を除く）

　(２)上記(１)以外の住所変更等に関するお問い合わせ先

　　　みずほ信託銀行　証券代行部

　　　・電話番号　0120-288-324（フリーダイヤル）

　　　・受付時間　午前９時～午後５時（土日祝日を除く）

４．機関投資家の皆様へ

　　当社株主総会における議決権行使の方法として、株式会社ＩＣＪが運営する

「機関投資家向け議決権電子行使プラットフォーム」をご利用いただけます。
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事業の経過及び成果

(2021年８月１日から
2022年７月31日まで)

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況に関する事項

(1) 当事業年度の事業の状況

① 経営成績に関する説明

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世

界的な広がりから厳しい状況にあります。経済活動は徐々に再開され、景

気は緩やかに持ち直し始めたものの、ウクライナ情勢による影響等によ

り、依然として先行き不透明な状況にあります。

　しかしながら、新型コロナウイルス感染症の流行に伴う外出や移動の自

粛により、ヒトに比べてモノの動きは相対的に活発化し、物流の存在感や

社会インフラとしての重要性が飛躍的に高まりました。巣ごもり消費の拡

大等の影響により、EC市場の規模がさらに拡大し、今後もオンライン消費

の拡大や在庫拡大による物流施設需要の増加は期待されております。一

方、昨今の災害の激甚化・頻発化や新型コロナウイルス感染症の流行によ

り、有事においても機能するサプライチェーンの再構築や物流デジタル化

の必要性がこれまで以上に強く認識される状況になっております。

　このような事業環境のもと、不動産管理事業セグメントでは、従来から

開催している「ＣＲＥフォーラム」において、荷主・物流企業・小売業へ

物流DX、物流事業の労働生産性の向上、物流施設内の自動化等についての

セミナーを開催いたしました。物流施設利用者への情報提供及び意見交換

により、物流施設利用者のニーズを把握することで、グループ会社ととも

に変化する物流事業の環境に対応し、事業拡大に努めてまいります。物流

投資事業セグメントでは、持分法適用関連会社である株式会社エンバイ

オ・ホールディングスとの共同出資により当社開発物件「ロジスクエア」

の屋根を活用したグリーン電力供給を主な事業とする新会社を設立いたし

ました。「ロジスクエア」の使用電力を100％再生可能エネルギーへの転

換を目指すとともに、脱炭素社会への実現に向けた社会的責任を果たして

まいります。海外の物流施設の開発においては、ベトナムで国内電鉄系の

不動産会社を迎え入れてから初めて取り組んだ物流施設が竣工いたしまし

た。また、インドネシアでは、世界有数の3PL企業向けBTS型物流施設の開
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発に着手いたしました。今後も東南アジアでの事業展開を積極的に推進し

てまいります。アセットマネジメント事業セグメントでは、連結子会社で

あるＣＲＥリートアドバイザーズ株式会社が資産運用するＣＲＥロジステ

ィクスファンド投資法人において、2021年９月にESGへの取り組みとして

環境問題にコミットした金融であるグリーンファイナンスにより、新投資

口の発行及び資産取得を行いました。また、連結子会社であるストラテジ

ック・パートナーズ株式会社においては、中小型倉庫特化型私募ファンド

を組成し、不動産管理事業セグメントが保有する中小型倉庫の当該ファン

ドへの組み入れを行い、不動産管理事業セグメント及びアセットマネジメ

ント事業セグメントにおけるストック収益の積み上げを行いました。加え

て、海外投資家を招聘してセルフストレージ特化型ファンドを組成いたし

ました。さらに、５年後までに、国内物流施設を投資対象とするオープン

エンド型コアファンドの組成に向けての準備を始めました。オープンエン

ド型コアファンドを通じ、国内外の機関投資家に対して新たな投資機会を

提供することにより、ＣＲＥグループが運営する不動産ファンドの投資家

層の拡大を目論みます。今後も幅広い投資家に対して投資機会を提供して

まいります。

　2021年10月には、昨年に引き続き公募増資等を行い、約41億円を調達い

たしました。調達資金は、当社のストックビジネスの成長ドライバーであ

る物流投資事業セグメントにおいて開発する販売用大型物流施設の開発用

地取得資金の一部に充当し、持続的な企業成長に努めてまいります。

　2022年６月には、金融安定理事会が設置した「気候関連財務情報開示タ

スクフォース（TCFD）」による提言への賛同を表明いたしました。また、

ＣＲＥグループのサステナビリティに関する取組みについて、ステークホ

ルダーの皆様に広く、詳しく知っていただくため、サステナビリティサイ

トをリニューアルいたしました。今後は、気候変動が当社グループにもた

らすリスクと機会の分析を進め、TCFDの提言に沿った情報の発信に取り組

んでまいります。

　当社グループを取り巻く事業環境は、物流の社会インフラとしての再認

識、IoT・AI 等によるイノベーションを踏まえたDXの推進、地球環境課題

への取り組みやSDGsの対応等、大きく且つ急速に変わり続けております。

この事業環境の中で、当社は、事業ビジョンである“世界の人とモノをつ

なぐ物流インフラプラットフォームとしてNO.１企業グループ”に基づ

き、アライアンス先企業との協業を中心に、物流不動産のワンストップサ

ービスを提供する企業グループから、物流を支えるすべてのサービスの基
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盤となる、社会へ貢献し続ける企業グループへの成長を目指してまいりま

す。

　当連結会計年度の事業活動の結果、売上高62,734百万円（前期比31.9％

増）、営業利益10,182百万円（前期比76.4％増）、経常利益9,187百万円

（前期比72.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益5,775百万円（前

期比61.6％増）となりました。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

＜不動産管理事業＞

　不動産管理事業につきましては、高稼働を維持しつつ収益性の向上を目

指した結果、2022年７月末時点での管理面積は約183万坪となりました。

マスターリース物件が前期に引き続き高い稼働率を維持したこと、管理面

積が堅調に推移したことから、安定的に収益が計上されました。加えて、

中小型倉庫特化型私募ファンドに対して当社保有の中小型倉庫を売却した

結果、売上高は28,058百万円（前期比15.6％増）、営業利益は2,892百万

円（前期比40.7％増）となりました。

＜物流投資事業＞

　物流投資事業につきましては、当社開発物件である「ロジスクエア大阪

交野」及び「ロジスクエア狭山日高（準共有持分の20％）」をＣＲＥロジ

スティクスファンド投資法人へ売却、「ロジスクエア三芳Ⅱ」をオープン

エンド型コアファンド向けのブリッジファンドに売却いたしました。この

結果、売上高は33,260百万円（前期比49.5％増）、営業利益は7,796百万

円（前期比78.8％増）となりました。

＜アセットマネジメント事業＞

　アセットマネジメント事業につきましては、ＣＲＥロジスティクスファ

ンド投資法人が2021年９月の新投資口の発行及び資産取得に加えて2022年

７月に資産取得を行ったことにより、2022年７月末時点での受託資産残高

は138,297百万円となりました。これにより、アセットマネジメントフィ

ー等が順調に計上されたことに加え、中小型倉庫特化型私募ファンド、セ

ルフストレージ特化型ファンド及びオープンエンド型コアファンド向けの

ブリッジファンドを組成したことによるアレンジメントフィー等を計上し

た結果、売上高は1,408百万円（前期比37.4％増）、営業利益は847百万円

（前期比57.4％増）となりました。

－ 7 －



2022/09/26 9:27:06 / 22884155_株式会社シーアールイー_招集通知

事業の経過及び成果

② 設備投資の状況

　当連結会計年度において実施いたしました当社グループの設備投資の総

額は5,172百万円であり、その主なものは、不動産管理事業における賃貸

用不動産の取得であります。

③ 資金調達の状況

　当連結会計年度におきましては、運転資金として、金融機関より借入金

総額2,382百万円の調達を実施し、物流投資事業における開発資金とし

て、金融機関より総額21,081百万円の調達を行いました。また、公募及び

第三者割当による新株式発行により総額4,171百万円を資金調達いたしま

したが、これにつきましては、物流投資事業における開発資金に充当いた

しました。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 11 期

(2019年７月期)
第 12 期

(2020年７月期)
第 13 期

(2021年７月期)

第 14 期
(当連結会計年度)
(2022年７月期)

売 上 高(百万円) 23,941 41,194 47,556 62,734

経 常 利 益(百万円) 1,382 4,049 5,313 9,187

親会社株主に帰属
する当期純利益

(百万円) 696 2,611 3,574 5,775

１株当たり当期純利益 (円) 27.86 103.72 130.40 196.82

総 資 産(百万円) 54,712 70,142 99,041 118,248

純 資 産(百万円) 17,545 20,004 26,746 36,157

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 696.15 792.31 970.80 1,206.51

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

企業集団の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式の総数に

より算出しております。

２. １株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式の総数により算

出しております。

３. 当連結会計年度より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 

2020年３月31日）等 を適用しており、当連結会計年度の財産及び損益の状

況については、当該会計基準等を適用した後の数値を記載しています。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

ストラテジック・パ
ートナーズ株式会社

50百万円 100.0％ アセットマネジメント事業

ＣＲＥリートアドバ
イザーズ株式会社

50百万円 100.0％ アセットマネジメント事業

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

　　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

(4) 対処すべき課題

　当社は、事業ビジョンとして“世界の人とモノをつなぐ物流インフラプラ

ットフォームとしてNO.１企業グループ”を掲げ、物流を支える全てのサー

ビスの基盤となる企業グループを目指すべく、第2次中期経営計画【2022年7

月期～2026年7月期】を策定しております。当社グループは、本計画の達成

を最重要課題と認識し、以下を主要な課題として取り組んでまいります。

① 物流不動産領域の着実な成長

　フロービジネスを成長ドライバーに、ストックビジネスの着実な成長を

図ります。

イ. 管理面積の拡大

　不動産所有者への資産活用提案による新築物件の供給、新規物件の借

り上げや取得及びプロパティマネジメント受託の推進により管理面積を

増加させ、不動産管理収入・利益の拡大を図ります。

ロ. 受託資産残高の拡大

　従前の開発手法とともに、開発型ファンドの組成や他デベロッパーと

の共同開発等の外部資本も活用し、開発の促進を図ります。加えて、投

資家ニーズに応じた多様な金融商品を提供することにより、アセットマ

ネジメント受託資産残高の拡大を図ります。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

②　新領域(海外事業・新規事業)の収益化

イ. 海外事業

　ベトナムでの倉庫開発などASEAN地域での不動産投資を拡大し、海外

事業の収益化を図ります。

ロ. 新規事業

　資本及び業務提携を推進することにより事業領域を拡充し、既存事業

や企業間のシナジー連携を通して収益化を図ります。

③　持続可能な社会への取り組み

　開発物件の脱炭素化、グリーンビル認証等の取得及びグリーンファイナ

ンスの 活用等 により 持続可能 な 開発目標 （SDGs ：Sustainable 

Development Goals）の達成貢献に向けて取り組んでまいります。

④ 成長を維持するための体制整備

イ. 適切な財務コントロール

　ネットD/Eレシオ2.5倍以下を目安にコントロールし、借入期間の最適

化や調達資金の多様化を図ります。

ロ. 成長を支える人材の育成

　当社グループの業務には、専門的な知識やノウハウが必須であり、人

材を最も重要な経営資源の一つと位置付けております。成長を支える人

材を育成するため、階層別研修の導入、自己研鑽の促進、新卒採用、誰

もが働きやすい環境の整備等に取り組んでまいります。

⑤ 継続的な株主還元の実施

　当社は、これまで、ストックビジネスで得られた利益剰余金を配当原資

としておりましたが、物流投資事業の成長を鑑み、株主還元の原資をスト

ックビジネスに限定せず、配当と自己株式取得を合わせた総還元性向の目

標を30%程度といたしました。今後は配当に加え、機動的な自己株式取得

を実施し、積極的な株主還元を目指してまいります。

（参考）サステナビリティに関する取り組み

　当社は、サステナビリティ基本方針を定め、2022年6月には、金融安定

理事会が設置した「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」によ
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

る提言への賛同を表明いたしました。当社グループは、事業活動を通じた

社会課題の解決による持続的な社会発展への貢献という企業が本来有する

社会的責任に対する認識をより一層深め、中長期的な企業価値向上を実現

するため、サステナビリティに関する取組みをより一層強化してまいりま

す。この一環として、各種ガイドライン（SDGsの17の目標および169のタ

ーゲット等）を踏まえ課題抽出を行い、マテリアリティ（重要課題）を特

定し、優先して取り組んでいくテーマを明確化しました。CREグループは

マテリアリティへの取組みを通じて、持続可能な社会の実現に向けて貢献

してまいります。

　なお、特定したマテリアリティについては、サステナビリティに関連す

る世界的な動向や業務の進捗等に合わせて適宜見直しを行い、効果的な取

り組みを推進してまいります。
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主要な事業内容、主要な営業所及び工場

(5) 主要な事業内容（2022年７月31日現在）

　当社グループは、当社、子会社12社（うち連結子会社11社）及び関連会社22

社により構成されており、物流施設の賃貸、管理、開発、仲介、投資助言及び

投資運用を主たる業務としております。

　① 不動産管理事業

　マスターリース、プロパティマネジメント、建設工事、リーシングを行

っております。マスターリースでは、不動産所有者から物流施設を中心に

一括で借り上げて運営・管理し、テナントへ転貸しております。プロパテ

ィマネジメントでは、物流施設や商業施設の賃貸管理を受託しておりま

す。建設工事では、不動産所有者への資産活用の提案や、修営繕、改造及

び原状回復等の工事を行っております。リーシングでは、当社のマスター

リース物件や物流投資事業にて開発した物件へのテナント誘致と、当社マ

スターリース物件以外の物件へのテナント誘致を行っております。

　② 物流投資事業

　物流に特化した施設開発に関して、マーケットリサーチ、用地情報入

手、プランニング、用地取得、建設工事発注、テナント誘致から売却まで

一貫して行っております。

　③ アセットマネジメント事業

　顧客である投資家に対し、収益不動産への投資機会や運用・管理サービ

スの提供を行っております。不動産ファンドの企画・組成、投資家の募

集、金融機関からの借入、物件の購入、運用・管理、売却、リファイナン

スまでを一貫して手掛けております。

本 社 東京都港区

西 東 京 営 業 所 東京都立川市

神 奈 川 営 業 所 神奈川県相模原市

大 阪 営 業 所 大阪府大阪市

福 岡 営 業 所 福岡県福岡市

ストラテジック・パ
ートナーズ株式会社

東京都港区

ＣＲＥリートアドバ
イザーズ株式会社

東京都港区

(6) 主要な営業所（2022年７月31日現在）

① 当社

② 子会社
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

不 動 産 管 理 事 業 220（24）名 17名減（3名減）

物 流 投 資 事 業 13（0）名 1名増（0）

アセットマネジメント
事 業

24（1）名 4名増（0）

共 通 部 門 59（2）名 10名増（1名減）

合 計 316（27）名 2名減（4名減）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

208（13）名 9名増（0） 40.2歳 9.5年

(7) 使用人の状況（2022年7月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

（注） 使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ

外から当社グループへの出向者を含む。）であり、パート及び嘱託社員は（　）

内に年間の平均人員を外数で記載しております。

② 当社の使用人の状況

（注） 使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者

を含む。）であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記

載しております。

借 入 先 借 入 額

株式会社三井住友銀行 14,991百万円

株式会社みずほ銀行 8,808百万円

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 6,153百万円

株式会社横浜銀行 3,941百万円

株式会社西日本シティ銀行 2,251百万円

(8) 主要な借入先の状況（2022年７月31日現在）

(9)その他企業集団の現況に関する重要な事項

　当社は、東京証券取引所の市場区分見直しに伴い、2022年4月4日付で「プラ

イム市場」へ移行いたしました。
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株式の状況

① 発行可能株式総数 77,200,000株

② 発行済株式の総数 29,971,800株

③ 株主数 12,288名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

京 橋 興 産 ㈱ 11,009千株 36.74％

ケ ネ デ ィ ク ス ㈱ 4,485千株 14.96％

G O L D M A N ,  S A C H S &  C O .  R E G 1,922千株 6.41％

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE 
H C R 0 0

1,427千株 4.76％

CITCO TRUSTEES (CAYMAN) LIMITED 
SOLELY IN ITS CAPACITY AS 
TRUSTEE OF THE VPL1 TRUST

1,000千株 3.33％

野 村 信 託 銀 行 ㈱ 999千株 3.33％

㈱ 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 850千株 2.83％

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 777千株 2.59％

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 599千株 2.00％

公 共 建 物 ㈱ 559千株 1.86％

２. 会社の現況

(1) 株式の状況（2022年７月31日現在）

 (注) １．ストックオプションの行使により、発行済株式の総数は6,000株増加して

おります。

　　　２．2021年10月11日の取締役会決議に基づき、2021年10月26日を払込期日と

する公募増資及び同日を払込期日とするケネディクス㈱を割当先とする

第三者割当増資（並行第三者割当増資）並びに同年11月24日を払込期日

とするオーバーアロットメントによる売出しに関連して行う第三者割当

増資による新株発行により、発行済株式の総数は2,429,700株増加してお

ります。

　　　　　　３. 2021年11月25日の取締役会決議に基づき、当社の監査等委員でない取締

役（社外取締役を除く。)及び従業員並びに当社の子会社の取締役及び従

業員に対して、譲渡制限付株式報酬として、2021年12月10日付にて普通

株式67,300株を発行しました。

④ 大株主

（注）持株比率は自己株式(7,474株)を控除して計算しております。
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株式の状況

株式数 交付対象者数

監査等委員でない取締

役（社外取締役を除

く）

27,600株 ７名

監査等委員でない社外

取締役
- -

監査等委員である取締

役
- -

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、「２．(２）③取締役の報酬等」に記

載しております。
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会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 山 下 修 平
富士総業㈱取締役
公共建物㈱取締役
京橋興産㈱代表取締役

代 表 取 締 役 社 長 亀 山 忠 秀

CREリートアドバイザーズ㈱取
締役
CRE Asia Pte. Ltd. 取締役
㈱エンバイオ・ホールディング
ス取締役
ストラテジック・パートナーズ
㈱取締役
CRE(Thailand) Co., Ltd.取締
役
㈱APT取締役

取 締 役 副 社 長 近 藤 正 昭
一般社団法人日本倉庫マスター
リース協会代表理事

取 締 役
執 行 役 員

永 浜 英 利
CREリートアドバイザーズ㈱監
査役

取 締 役
執 行 役 員

小 泉 武 宏
㈱土地再生投資取締役
㈱エンバイオC・エナジー取締
役

取 締 役
執 行 役 員

後 藤 信 秀

CRE(Thailand) Co., Ltd.取締
役
㈱はぴロジ取締役
㈱A-TRUCK取締役
㈱パルマ取締役

取 締 役
執 行 役 員

山 本 岳 至

CRE Asia Pte. Ltd. 取締役
CRE(Thailand) Co., Ltd.取締
役
㈱A-TRUCK取締役
㈱APT取締役

取 締 役 佐 藤 啓 介

ケネディクス㈱執行役員兼経営
戦略部長兼広報・サステナビリ
ティ推進部長
ケネディクス・プロパティ・デ
ザイン㈱取締役
ケネディクス・エンジニアリン
グ㈱取締役
CREリートアドバイザーズ㈱取
締役

(2) 会社役員の状況
① 取締役の状況（2022年7月31日現在）
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会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 奥 田 か つ 枝

㈱緒方不動産鑑定事務所取締役
東京地方裁判所民事調停委員
イオン・リートマネジメント㈱
投資委員会外部委員
㈱九段緒方ホールディングス代
表取締役
㈱九段都市鑑定代表取締役
マルハニチロ㈱社外監査役
㈱セレスポ社外取締役

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

石 久 保 　 善 　 之
石久保公認会計士事務所代表
㈱インタースペース社外監査役

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

山 田 毅 志

税理士法人タクトコンサルティ
ング代表社員
㈱タクトコンサルティング代表
取締役社長
APAMAN㈱社外監査役
㈱博展社外監査役

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

清 水 琢 麿

法律事務所イオタ 代表パート
ナー弁護士
慶應義塾大学法学部非常勤講師
㈱ABEJA社外監査役
ユカリア治験審査委員会委員
鋸南町保田漁業協同組合員外監
事
鹿島プライベートリート投資法
人監督役員
CBcloud㈱監査役
㈱DUALホールディングス監査役

（注）１. 取締役佐藤啓介氏、奥田かつ枝氏、石久保善之氏、山田毅志氏及び清水琢麿氏
は、社外取締役であります。

２. 当社は、取締役奥田かつ枝氏、石久保善之氏、山田毅志氏及び清水琢麿氏につ
いて、東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

３. 監査等委員である取締役石久保善之氏及び山田毅志氏は、以下のとおり、財務

及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

・取締役石久保善之氏は、公認会計士の資格を有しております。

・取締役山田毅志氏は、公認会計士の資格を有しております。

４. 当社は、監査等委員会設置会社のもと、監査等委員会が主体となり内部統制シ

ステムを通じた組織的な監査を実施しているため、必ずしも常勤者の選定を必

要としないことから、常勤の監査等委員を選定しておりません。

５. 当社と取締役佐藤啓介氏、奥田かつ枝氏、石久保善之氏、山田毅志氏及び清水

琢麿氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の

限度額は、会社法第425条第１項に定める額としております。
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会社役員の状況

②　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約

を保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は

当社及び当社の子会社の取締役及び監査役であり、被保険者は保険料を負

担しておりません。当該保険契約により、被保険者がその職務の執行に関

し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生

ずることのある損害が填補されることとなります。

ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするた

め、贈収賄等の犯罪行為や意図的に違法行為を行った被保険者自身の損害

等については填補の対象としないこととしております。

③　取締役の報酬等

イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年６月17日開催の取締役会において、取締役の個人別の報

酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。また、取締役会は、当

事業年度にかかる取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定

方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確

認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりで

す。

ａ．基本報酬に関する方針

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年

数に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、

総合的に勘案して決定するものとします。

ｂ．業績連動報酬等に関する方針

業績連動報酬等は、取締役の１年間の任期における成果に報いることを

趣旨として、当社グループ全体の年間の企業活動の成果である親会社株主

に帰属する当期純利益を指標とする現金報酬とします。この当期純利益の

額を基準として、取締役の役位や貢献度、経営計画の達成度等に応じて算

出された額を賞与として、毎年一定の時期に支給することがあります。

ｃ．非金銭報酬等に関する方針

非金銭報酬等は、取締役が株価変動のメリットとリスクを株主と共有

し、株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲を高めることを目的として、

譲渡制限付株式を中心とする株式報酬とします。取締役に付与する当該譲

渡制限付株式の数は、上記賞与と同様の方法により算出された額を基準と

して、上記賞与の額とのバランスを踏まえて決定し、毎年一定の時期に支

給することがあります。
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区 分
報 酬 等 の
総 額
（百万円）

報酬等の種類別の総額
（百万円） 対象となる

役員の員数
基 本 報 酬 賞 与

譲渡制限付
株 式 報 酬

監査等委員でない
取 締 役
（うち社外取締役）

569
（2）

231
（2）

297
（-）

40
（-）

8名
（1）

監査等委員である
取 締 役
（うち社外取締役）

11
（11）

11
（11）

-
（-）

-
（-）

3名
（3）

合 計
（うち社外役員）

581
（14）

243
（14）

297
（-）

40
（-）

11名
（4）

ｄ．報酬等の割合に関する方針

株主と取締役の利害を共有し、企業価値の持続的な向上に寄与するため

に、最も適切な支給割合となることを方針とします。

ｅ．報酬等の決定の委任に関する方針

個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長がその

具体的内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役

の基本報酬の額並びに各取締役の担当事業の業績を踏まえた賞与及び株式

報酬の評価配分とします。取締役会は、当該権限が代表取締役社長によっ

て適切に行使されるよう、社外取締役の意見を得るものとし、上記の委任

をうけた代表取締役社長は，当該意見の内容を踏まえて決定をしなければ

ならないこととします。なお、株式報酬は、社外取締役の意見を踏まえ、

取締役会で取締役個人別の割当株式数を決議します。

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１. 取締役の支給人員は、無報酬の社外取締役２名を除いております。

２．業績連動報酬である賞与は、監査等委員でない取締役（社外取締役を除く）の

任期１年間の成果に報いる趣旨で、グループ会社全体の年間の企業活動の成果

である、親会社株主に帰属する当期純利益を指標としております。この当期純

利益の額に、当該取締役の役位や貢献度、経営計画の達成度等に応じて賞与額

を算出しております。

　　　また、当事業年度の当社の親会社株主に帰属する当期純利益は、57億75百万

円であります。

３．譲渡制限付株式報酬の内容等は、「③イ．役員報酬等の内容の決定に関する方

針等」のとおりであります。また、当該事業年度における交付状況は「２．

(１)⑤当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状

況」に記載しております。
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４. 監査等委員でない取締役の金銭報酬額は、2020年10月28日開催の第12期定時株

主総会において、年額10億円以内（うち、監査等委員でない社外取締役は年額

3千万円以内）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査等委

員でない取締役の員数は、９名（うち、社外取締役は２名）です。

　　　また、金銭報酬とは別枠で、同定時株主総会において、監査等委員でない取

締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式に関する報酬等として支給

する金銭報酬債権の総額を年額10億円以内、各事業年度において対象取締役に

対して割り当てる譲渡制限付株式数の上限を年１百万株と決議いただいており

ます。当該株主総会終結時点の監査等委員でない取締役（社外取締役を除く）

の員数は、７名です。

５. 監査等委員である取締役の金銭報酬額は、2018年10月30日開催の第10期定時株

主総会において、年額8千万円以内と決議いただいております。当該株主総会

終結時点の監査等委員である取締役の員数は、３名です。

６．取締役会は、代表取締役社長亀山忠秀に対し、各取締役の基本報酬の額並びに

社外取締役を除く各取締役の担当事業の業績等を踏まえた賞与及び株式報酬の

評価配分の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘

案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役社長が適して

いると判断したためであります。なお、委任された内容の決定にあたっては、

事前に社外取締役の意見を得るものとし、これを踏まえて決定するものとしま

す。

④ 社外役員に関する事項

イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役 佐藤 啓介氏は、ケネディクス㈱執行役員兼経営戦略部長兼広

報・サステナビリティ推進部長、ケネディクス・プロパティ・デザイ

ン㈱取締役、ケネディクス・エンジニアリング㈱取締役、CREリート

アドバイザーズ㈱取締役であります。当社とケネディクス㈱との間に

は資本業務提携契約に基づく取引関係があり、同社は当社の主要株主

であります。CREリートアドバイザーズ㈱は当社子会社です。その他

の各兼職先と当社との間には特別の関係はありません。

・取締役 奥田 かつ枝氏は、㈱緒方不動産鑑定事務所取締役、東京地方

裁判所民事調停委員、イオン・リートマネジメント㈱投資委員会外部

委員、㈱九段緒方ホールディングス代表取締役、㈱九段都市鑑定代表

取締役、マルハニチロ㈱社外監査役、㈱セレスポ社外取締役でありま

す。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役 石久保 善之氏は、石久保公認会計士事務所代表、㈱インター

スペースの社外監査役であります。当社と各兼職先との間には特別の

関係はありません。
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 佐 藤 　 啓 介

2021年10月28日就任以降、当事業年度に開催された取締

役会11回すべてに出席いたしました。出席した取締役会

において、経営から独立した客観的・中立的な立場に立

ち、企業経営及び不動産事業に関する豊富な知見に基づ

き、適宜発言を行っており、取締役会の意思決定の妥当

性・適正性を確保するための適切な役割を果たしており

ます。

取締役 奥田　かつ枝

2021年10月28日就任以降、当事業年度に開催された取締

役会11回すべてに出席いたしました。出席した取締役会

において、経営から独立した客観的・中立的な立場に立

ち、企業経営及び不動産事業に関する豊富な知見に基づ

き、特に不動産鑑定士としての専門的見地から適宜発言

を行っており、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を

確保するための適切な役割を果たしております。

取 締 役
(監査等
委員)

石久保　善　之

当事業年度に開催された取締役会16回すべて、監査等委

員会15回すべてに出席いたしました。出席した取締役会

及び監査等委員会において、経営から独立した客観的・

中立的な立場に立ち、公認会計士としての専門的見地か

ら適宜発言を行っており、取締役会の意思決定の妥当

性・適正性を確保するための適切な役割を果たしており

ます。

・取締役 山田 毅志氏は、税理士法人タクトコンサルティングの代表社

員、㈱タクトコンサルティング代表取締役社長、並びにAPAMAN㈱及び

㈱博展の社外監査役であります。当社と各兼職先との間には特別の関

係はありません。

・取締役 清水 琢麿氏は、法律事務所イオタの代表パートナー弁護士、

慶應義塾大学法学部非常勤講師、㈱ABEJA社外監査役、ユカリア治験

審査委員会委員、鋸南町保田漁業協同組合員外監事、鹿島プライベー

トリート投資法人監督役員、CBcloud㈱監査役及び㈱DUALホールディ

ングス監査役であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はあ

りません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役
(監査等
委員)

山 田 毅 志

当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回、監査

等委員会15回のうち14回に出席いたしました。出席した

取締役会及び監査等委員会において、経営から独立した

客観的・中立的な立場に立ち、公認会計士・税理士とし

ての専門的見地から適宜発言を行っており、取締役会の

意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割

を果たしております。

取 締 役
(監査等
委員)

清 水 琢 麿

当事業年度に開催された取締役会16回すべて、監査等委

員会15回すべてに出席いたしました。出席した取締役会

及び監査等委員会において、経営から独立した客観的・

中立的な立場に立ち、弁護士としての専門的見地から適

宜発言を行っており、取締役会の意思決定の妥当性・適

正性を確保するための適切な役割を果たしております。
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(3) 会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。

(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、これまで、ストックビジネスである不動産管理事業とアセットマネ

ジメント事業で得られた利益の概ね50％を配当目標とし、フロービジネスであ

る物流投資事業で得られた利益は物流施設開発、ストックビジネス強化のため

のM&A、長期的な成長のための新領域への投資等への再投資と、自己株式取得

等に活用する方針を掲げておりました。

　この度、物流投資事業の成長を鑑み、株主還元の原資をストックビジネスに

限定せず、配当と自己株式取得を合わせた総還元性向の目標を30％程度といた

しました。今後は配当に加え、機動的な自己株式取得を実施し、積極的な株主

還元を目指します。

　これにより、当期の剰余金の配当につきましては、１株当たり24円といたし

ました。
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連結貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

完成工事未収入金

販 売 用 不 動 産

仕掛販売用不動産

前 渡 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費
　

92,273

36,806

572

612

2,555

43,981

5,818

1,482

466

△22

25,954

7,222

2,549

2

80

4,416

173

1,052

848

204

17,679

8,394

46

1,203

82

7,548

451

△46

19

19
　

（負 債 の 部）
流 動 負 債 20,695

買 掛 金 8,534
工 事 未 払 金 597
短 期 借 入 金 374
１年内返済予定の長期借入金 3,055
リ ー ス 債 務 53
未 払 法 人 税 等 2,928
未 払 消 費 税 等 1,837
預 り 金 263
前 受 収 益 1,788
賞 与 引 当 金 386
役員賞与引当金 348
転貸損失引当金 46
工事損失引当金 8
資 産 除 去 債 務 10
そ の 他 462

固 定 負 債 61,394
社 債 3,000
長 期 借 入 金 48,790
リ ー ス 債 務 290
繰 延 税 金 負 債 58
債務保証損失引当金 33
転貸損失引当金 9
退職給付に係る負債 274
資 産 除 去 債 務 300
受入敷金保証金 7,975
匿 名 組 合 出 資 預 り 金 446
そ の 他 215

負 債 合 計 82,090
（純資産の部）

株 主 資 本 34,706
資 本 金 5,217
資 本 剰 余 金 7,177
利 益 剰 余 金 22,311
自 己 株 式 △0

その他の包括利益累計額 1,446
その他有価証券評価差額金 1,400
繰延ヘッジ損益 △18
為替換算調整勘定 63

非支配株主持分 5
純 資 産 合 計 36,157

資 産 合 計 118,248 負 債 純 資 産 合 計 118,248

連 結 貸 借 対 照 表

（2022年７月31日現在）
（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

(2021年８月１日から
2022年７月31日まで)

科 目 金 額

売 上 高 62,734

売 上 原 価 47,017

売 上 総 利 益 15,717

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,534

営 業 利 益 10,182

営 業 外 収 益

受 取 利 息 6

受 取 保 険 金 20

そ の 他 8 34

営 業 外 費 用

支 払 利 息 316

支 払 手 数 料
持 分 法 に よ る 投 資 損 失

529
96

そ の 他 86 1,029

経 常 利 益 9,187

特 別 利 益

不 動 産 売 買 契 約 違 約 金 565

そ の 他 0 566

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 売 却 損 16

減 損 損 失 341

の れ ん 償 却 額 184

そ の 他 44 586

匿名組合損益分配前税金等調整前
当 期 純 利 益

9,168

匿 名 組 合 損 益 分 配 額 12

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 9,155

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,671

法 人 税 等 調 整 額 △212 3,458

当 期 純 利 益 5,696

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △78

親会社株主に帰属する当期純利益 5,775

連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

完成工事未収入金

販 売 用 不 動 産

仕掛販売用不動産

未 成 工 事 支 出 金

前 渡 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

商 標 権

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費
　

89,819

34,862

229

417

2,714

44,100

28

5,617

1,462

408

△22

25,436

2,766

1,214

31

2

66

1,284

167

1,036

31

93

61

848

1

21,633

5,296

7,516

37

609

1,182

34

7,531

34

△609

19

19
　

（負 債 の 部）
流 動 負 債 20,964

買 掛 金 8,419
工 事 未 払 金 560
短 期 借 入 金 800
１年内返済予定の長期借入金 3,029
リ ー ス 債 務 32
未 払 金 118
未 払 費 用 144
未 払 法 人 税 等 2,729
未 払 消 費 税 等 1,780
未成工事受入金 116
預 り 金 747
前 受 収 益 1,759
賞 与 引 当 金 372
役員賞与引当金 297
転貸損失引当金 46
資 産 除 去 債 務 10
そ の 他 1

固 定 負 債 60,136
社 債 3,000
長 期 借 入 金 48,130
リ ー ス 債 務 223
債務保証損失引当金 33
転貸損失引当金 9
退職給付引当金 274
資 産 除 去 債 務 279
受入敷金保証金 7,975
そ の 他 211

負 債 合 計 81,101
（純資産の部）

株 主 資 本 32,772
資 本 金 5,217
資 本 剰 余 金 7,394
資 本 準 備 金 5,177
その他資本剰余金 2,216

利 益 剰 余 金 20,161
その他利益剰余金 20,161
繰越利益剰余金 20,161

自 己 株 式 △0
評価・換算差額等 1,400

その他有価証券評価差額金 1,400
純 資 産 合 計 34,173

資 産 合 計 115,275 負 債 純 資 産 合 計 115,275

貸　借　対　照　表

（2022年７月31日現在）
（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

(2021年８月１日から
2022年７月31日まで)

科 目 金 額

売 上 高 59,193

売 上 原 価 45,148

売 上 総 利 益 14,045

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,275

営 業 利 益 9,769

営 業 外 収 益

受 取 利 息 19

受 取 配 当 金 10

受 取 手 数 料 11

そ の 他 3 45

営 業 外 費 用

支 払 利 息 271

社 債 利 息 45

支 払 手 数 料 529

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 40

そ の 他 22 907

経 常 利 益 8,907

特 別 利 益

不 動 産 売 買 契 約 違 約 金 565 565

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 872

そ の 他 21 893

税 引 前 当 期 純 利 益 8,579

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,388

法 人 税 等 調 整 額 △243 3,145

当 期 純 利 益 5,434

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

損　益　計　算　書

（単位：百万円）
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連結会計監査報告

独立監査人の監査報告書
　

2022年９月22日

株式会社シーアールイー

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東　　京　　事　　務　　所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 　公認会計士 根 津 美 香
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 　公認会計士 八 幡 正 博

　

監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社シーアー

ルイーの2021年８月１日から2022年７月31日までの連結会計年度の連結計算

書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計

算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社シーアールイー及び連結子

会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況

を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計

算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我

が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当

監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結会計監査報告

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の

責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の

職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容

は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明する

ものではない。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通

読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法

人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ

と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆

候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連

結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役

の職務の執行を監視することにある。
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連結会計監査報告

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計

算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性

があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を

与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、

重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の

選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する

ためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ

た適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に

よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評

価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であ

るかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか

どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場

合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、

又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、

連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監

査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記

事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基

礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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連結会計監査報告

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財

務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書

類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独

で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、

監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見

事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業

倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると

合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ

ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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個別会計監査報告

独立監査人の監査報告書
　

2022年９月22日

株式会社シーアールイー

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東　　京　　事　　務　　所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 　公認会計士 根 津 美 香
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 　公認会計士 八 幡 正 博

　

監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社シ

ーアールイーの2021年８月１日から2022年７月31日までの第１４期事業年度

の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及

び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につい

て監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び

損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書

類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の

責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の

職務の執行を監視することにある。

計算書類に係る会計監査報告
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個別会計監査報告

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は

含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するも

のではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読

し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が

監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ

るかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、

不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算

書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役

の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書

類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える

と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

－ 34 －
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個別会計監査報告

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、

重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の

選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた

適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に

よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評

価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切である

かどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合

は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は

重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書

類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結

論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象

や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事

項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、

監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見

事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業

倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると

合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ

ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査等委員会は、2021年８月１日から2022年７月31日までの第14期事

業年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法

及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容

　　　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる

事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されてい

る体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築

及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

　　①監査等委員会が定めた当期の監査の方針、職務の分担等に従い、会社

　　　の内部監査室と連携の上、重要な会議等に出席し、意思決定の過程及

　　　び内容を確認し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事

　　　項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧

　　　し、本社及び主要な営業所において業務及び財産の状況を調査しまし

　　　た。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎

　　　通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け

　　　ました。

　　②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

　　　かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況

　　　について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

　　　査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

　　　（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管

　　　理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい

　　　る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について

検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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監査役会の監査報告

２.監査の結果

（1）　事業報告等の監査結果

　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の

状況を正しく示しているものと認めます。

　　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款

に違反する重大な事実は認められません。

　　③　内部統制システム整備に関する取締役会決議の内容は相当であ

ると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の

記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は

認められません。

（2）　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相

当であると認めます。

（3）　連結計算書類の監査結果

　　　　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

2022年９月22日

株式会社シーアールイー　監査等委員会

社外取締役 監 査 等 委 員　 石 久 保 善 之 　 ㊞

社外取締役 監 査 等 委 員　 山 田 毅 志 　 ㊞

社外取締役 監 査 等 委 員　 清 水 琢 麿 　 ㊞
　
（注）監査等委員石久保善之及び山田毅志並びに清水琢麿は、会社法第２条

第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上

－ 37 －



2022/09/26 9:27:06 / 22884155_株式会社シーアールイー_招集通知

第１号議案　定款一部変更の件

株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし

書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行され、株主総会資料の電子

提供制度が導入されたことに伴い、次のとおり当社定款を変更するものであ

ります。

(１)　株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨

を定款に定めることが義務付けられたことから、変更案第14条（電子

提供措置等)第１項を新設するものであります。

(２)　株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事

項のうち、書面交付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の

範囲を法務省令で定める範囲に限定することができるようにするた

め、変更案第14条（電子提供措置等）第２項を新設するものでありま

す。

(３)　株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第14条（株

主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要

となるため、これを削除するものであります。

(４)　上記の削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。

なお、本附則は期日経過後に削除するものといたします。
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2022/09/26 9:27:06 / 22884155_株式会社シーアールイー_招集通知

第１号議案　定款一部変更の件

現　行　定　款 変　　更　　案

（株主総会参考書類等のインターネッ

ト開示とみなし提供）

第14条　当会社は、株主総会の招集に

際し、株主総会参考書類、事業報告、

計算書類及び連結計算書類に記載又は

表示をすべき事項に係る情報を、法務

省令に定めるところに従いインターネ

ットを利用する方法で開示することに

より、株主に対して提供したものとみ

なすことができる。

（削　除）

（新　設） （電子提供措置等）

第14条　当会社は、株主総会の招集

に際し、株主総会参考書類等の内容

である情報について、電子提供措置

をとるものとする。

２．当会社は、電子提供措置をとる

事項のうち法務省令で定めるものの

全部または一部について、議決権の

基準日までに書面交付請求した株主

に対して交付する書面に記載しない

ことができる。

２．変更の内容

　　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

－ 39 －
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第１号議案　定款一部変更の件

現　行　定　款 変　　更　　案

附　　則

（社外役員の責任免除に関する経過措

置）

　平成27年10月開催の定時株主総会終

結前の社外監査役（社外監査役であっ

た者を含む。）の行為に関する会社法

第423条第1項の損害賠償責任を限定す

る契約については、なお従前の例によ

る。

（新　設）

附　　則

（社外役員の責任免除に関する経過

措置）

第１条　平成27年10月開催の定時株

主総会終結前の社外監査役（社外監

査役であった者を含む。）の行為に

関する会社法第423条第1項の損害賠

償責任を限定する契約については、

なお従前の例による。

（電子提供措置等に関する経過措

置）

第２条　会社法の一部を改正する法

律（令和元年法律第70号）附則第１

条ただし書きに規定する規定の施行

の日（以下「施行日」という。）か

ら６か月以内の日を株主総会の日と

する株主総会については、定款第14

条（株主総会参考書類等のインター

ネット開示とみなし提供）はなお効

力を有する。

２．本条は、施行日から６か月を経

過した日または前項の株主総会の日

から３か月を経過した日のいずれか

遅い日後にこれを削除する。
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第２号議案　監査等委員でない取締役９名選任の件

候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

１

再任

やま

山

 

　
した

下

 

　
しゅう

修

 

　
へい

平

(1973年８月４日)

1987年12月 東西建物㈱（現京橋興産㈱取締

役

2003年３月 富士総業㈱取締役（現任）

2003年６月 公共建物㈱取締役（現任）

2009年12月 当社代表取締役社長

2014年８月 CREﾘｰﾄｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱取締役

2016年５月 京橋興産㈱代表取締役（現任）

2017年８月 当社代表取締役会長（現任）

357,100株

第２号議案　監査等委員でない取締役９名選任の件

現在の当社の監査等委員でない取締役９名は、本総会終結の時をもって全員任

期満了となります。つきましては、現在の監査等委員でない取締役９名全員を再

任いただきたく本議案を上程いたします。

本議案については、監査等委員会よりすべての候補者について適任であるとの

意見を得ております。

監査等委員でない取締役候補者は、次のとおりであります。
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第２号議案　監査等委員でない取締役９名選任の件

候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名

（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

２

再任

かめ

亀

 

　
やま

山

 

　
ただ

忠

 

　
ひで

秀

(1974年12月26日)

2002年７月 ㈱幸洋ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ（旧 ㈱ｺﾏｰｼｬﾙ･

ｱｰﾙｲｰ）入社

2006年６月 ㈱ｺﾏｰｼｬﾙ･ｱｰﾙｲｰ取締役

2007年６月 ㈱ｺﾏｰｼｬﾙ･ｱｰﾙｲｰ常務取締役

2011年７月 当社常務取締役

2014年８月 CREﾘｰﾄｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱取締役（現

任）

2016年５月 CRE Asia Pte. Ltd. 取締役（現

任）

2016年６月 ㈱ｴﾝﾊﾞｲｵ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ取締役（現

任）

2016年９月 ｽﾄﾗﾃｼﾞｯｸ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱取締役（現

任）

2017年８月 CRE (Thailand) Co., Ltd. 取締

役

2017年８月 当社代表取締役社長（現任）

2020年12月　㈱APT取締役（現任）

162,000株

３

再任

こん

近

 

　
どう

藤

 

　
まさ

正

 

　
あき

昭

(1955年10月29日)

1978年４月 ㈱天幸総建入社

2005年１月 ㈱天幸総建取締役

2007年６月 ㈱天幸総建常務取締役

2011年２月 当社取締役

2011年７月 当社常務取締役

2012年８月 当社専務取締役

2016年10月 当社取締役副社長（現任）

2017年８月 一般社団法人日本倉庫ﾏｽﾀｰﾘｰｽ協

会代表理事（現任）

2018年12月 ㈱ロジコム代表取締役

163,800株

４

再任

なが

永

 

　
はま

浜

 

　
ひで

英

 

　
とし

利

(1968年７月13日)

2007年４月 ㈱ｺﾏｰｼｬﾙ･ｱｰﾙｲｰ入社

2010年８月 当社管理本部経理部長

2011年７月 当社取締役管理本部長

2013年10月 当社執行役員管理本部長

2014年８月　CREリートアドバイザーズ㈱監査

役（現任）

2016年10月 当社取締役

2018年８月 当社取締役執行役員（現任）

140,500株
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第２号議案　監査等委員でない取締役９名選任の件

候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

５

再任

こ

小

 

 
いずみ

泉

 

 
たけ

武

 

　
ひろ

宏

(1973年１月31日)

2003年７月 ㈱幸洋ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ（旧 ㈱ｺﾏｰｼｬﾙ･

ｱｰﾙｲｰ） 入社

2010年８月 当社入社

2012年８月 当社執行役員物流投資企画事業

本部長

2018年10月 当社取締役執行役員（現任）

2019年６月　㈱土地再生投資取締役（現任）

2021年９月　㈱エンバイオC・エナジー取締役

（現任）

16,700株

６

再任

ご

後

 

　
とう

藤

 

　
のぶ

信

 

　
ひで

秀

(1975年７月18日)

2002年10月 ㈱幸洋ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ（旧 ㈱ｺﾏｰｼｬﾙ･

ｱｰﾙｲｰ） 入社

2010年８月 当社入社

2012年８月 当社執行役員不動産管理事業本

部長

2017年８月 CRE (Thailand) Co., Ltd. 取締

役

2018年８月 ㈱ﾌﾞﾚｲﾝｳｪｰﾌﾞ（現㈱はぴロジ）

取締役

2018年10月 当社取締役執行役員（現任）

2018年12月 ㈱ロジコム取締役

2019年10月 ㈱A-TRUCK取締役（現任）

2021年12月　㈱パルマ取締役（現任）

74,000株

７

再任

やま

山

 

　
もと

本

 

　
たか

岳

 

　
し

至

(1975年10月29日)

2010年１月 ㈱天幸総建取締役

2011年７月 当社入社 執行役員新規事業室長

2012年８月 当社執行役員経営企画本部長

2013年５月 当社執行役員経営企画本部長兼

不動産営業本部長

2016年５月 CRE Asia Pte. Ltd. 取締役（現

任）

2017年８月 CRE (Thailand) Co., Ltd. 取締

役

2018年５月 ㈱ﾌﾞﾚｲﾝｳｪｰﾌﾞ（現㈱はぴロジ）

代表取締役

2018年10月 当社取締役執行役員（現任）

2018年12月 ㈱ロジコム取締役

2019年10月 ㈱A-TRUCK取締役（現任）

2020年12月　㈱APT取締役（現任）

16,400株
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2022/09/26 9:27:06 / 22884155_株式会社シーアールイー_招集通知

第２号議案　監査等委員でない取締役９名選任の件

候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名

（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

８

再任
社外

さ

佐

 

　
とう

藤

 

　
けい

啓

 

　
すけ

介

(1971年１月６日)

1993年４月 東急不動産㈱

2002年10月 J.P.モルガン証券会社

2006年５月 キャピタル・アドバイザーズ㈱

2007年10月 ラウンドヒル・キャピタルパー

トナーズ㈱

2011年11月 ケネディクス㈱

2012年２月 ケネディクス・リート・マネジ

メント㈱財務企画部長

2012年８月 ケネディクス・リート・マネジ

メント㈱取締役投資運用部長

2013年10月 ケネディクス不動産投資顧問㈱

KRIファンド本部投資運用部長

2016年３月 ケネディクス不動産投資顧問㈱

レジデンシャル・リート本部企

画部長

2017年３月　ケネディクス不動産投資顧問㈱

取締役最高業務執行者（COO）兼

レジデンシャル・リート本部長　　　　　　　　　　

ケネディクス・レジデンシャル

投資法人（現ケネディクス・レ

ジデンシャル・ネクスト投資法

人）執行役員

2021年８月 ケネディクス㈱執行役員兼経営

戦略部長

　　　　　　ケネディクス・プロパティ・デ

ザイン㈱取締役（現任）

　　　　　　ケネディクス・エンジニアリン

グ㈱取締役（現任）

2021年10月　CREリートアドバイザーズ㈱取締

役（現任）

　　　　　　当社社外取締役（現任）

2022年２月　ケネディクス㈱執行役員兼経営

戦略部長兼広報・サステナビリ

ティ推進部長（現任）

2022年８月　KDX証券設立準備㈱取締役（現

任）

－

－ 44 －
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第２号議案　監査等委員でない取締役９名選任の件

候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名

（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

９

再任
社外
独立

おく

奥

 

　
だ

田

 

　
 

か
 

つ
え

枝

(1963年12月28日)

1986年４月　三菱信託銀行㈱（現三菱ＵＦＪ

信託銀行株式会社）入社

1997年９月　㈱緒方不動産鑑定事務所入所

2000年11月　㈱緒方不動産鑑定事務所取締役

（現任）

2006年４月　東京地方裁判所民事調停委員

（現任）

2009年４月　学校法人明治大学専門職大学院

グローバルビジネス研究科兼任

講師

2012年11月　イオン・リートマネジメント㈱

投資委員会外部委員(現任)

2013年６月　公益社団法人日本不動産鑑定士

協会連合会常務理事

2015年５月　ジャパン・シニアリビング投資

法人執行役員

2017年11月　㈱九段緒方ホールディングス代

表取締役（現任）

2018年３月　ケネディクス・レジデンシャ

ル・ネクスト投資法人執行役員

2018年６月　㈱セレスポ社外監査役

2018年７月　㈱九段都市鑑定代表取締役（現

任）

2021年６月　マルハニチロ㈱社外監査役（現

任）

2021年10月　当社社外取締役（現任）

2022年６月　㈱セレスポ社外取締役（現任）

－

（注）１. 山下修平氏、亀山忠秀氏、近藤正昭氏、永浜英利氏、小泉武宏氏、後藤信秀

氏、山本岳至氏及び奥田かつ枝氏と当社との間には特別の利害関係はありませ

ん。

２. 佐藤啓介氏は、当社の資本業務提携先・主要株主であるケネディクス㈱の執行

役員兼経営戦略部長兼広報・サステナビリティ推進部長です。同氏と当社との

間には、上記を除き特別の利害関係はありません。

３. 佐藤啓介氏及び奥田かつ枝氏は、社外取締役候補者であります。

４．当社は、奥田かつ枝氏を、東京証券取引所に独立役員として届け出ており、同

氏が監査等委員でない取締役として再任された場合、引き続き同氏を独立役員

として届け出る予定であります。

５. 佐藤啓介氏及び奥田かつ枝氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役

割の概要は、以下のとおりであります。

(１)佐藤啓介氏は、ケネディクス㈱の執行役員及び経営戦略部長として企業経営及

－ 45 －
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第２号議案　監査等委員でない取締役９名選任の件

び不動産事業に関する豊富な知見を有することから、当社の経営に対する様々

な助言等いただくことを期待し、社外取締役に選任をお願いするものでありま

す。

(２)奥田かつ枝氏は、不動産鑑定士として不動産事業に関する豊富な知見を有し、

また、㈱九段緒方ホールディングスの代表取締役として企業の経営に関与され

た経験を有することから、経営から独立した客観的・中立的な立場に立って当

社の経営に対する様々な助言等いただくことを期待し、社外取締役に選任をお

願いするものであります。

６. 佐藤啓介氏及び奥田かつ枝氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外

取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。

７．当社は、佐藤啓介氏及び奥田かつ枝氏との間で、会社法第427条第１項の規定

に基づき、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

り、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める

最低責任限度額としております。両氏が再任された場合、当社は両氏との間で

当該契約を継続する予定であります。

８．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責

任保険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の「２．

（２）②　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等」に記載のとおりです。各

候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となりま

す。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定してお

ります。

－ 46 －
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（ご参考）スキルマトリクス

氏　名
スキルマトリックス

企業経営 法務 会計・税務人事・労務 不動産・建築 不動産金融 物流DX

山下修平 〇

亀山忠秀 〇 〇 〇

近藤正昭 〇

永浜英利 〇 〇 〇

小泉武宏 〇 〇

後藤信秀 〇 〇

山本岳至 〇 〇

佐藤啓介 〇 〇

奥田かつ枝 〇 〇

石久保善之 〇

山田毅志 〇 〇 〇

清水琢麿 〇 〇

（ご参考）第２号議案が承認されたのちの経営体制（スキルマトリックス）

　本総会第２号議案が原案どおりに承認可決された場合の現任の取締役を含めた

スキルマトリックスは以下のとおりとなります。

以　上

－ 47 －
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地図

株主総会会場ご案内図

〒105-0001 東京都港区虎ノ門二丁目10番１号

虎ノ門ツインビルディング

西棟　地下１階　大会議室

東京メトロ銀座線　虎ノ門駅 ３番出口から徒歩約６分

東京メトロ銀座線／南北線　溜池山王駅 14番出口から徒歩約８分

東京メトロ日比谷線　虎ノ門ヒルズ駅 A２出口から徒歩約５分

銀座線
「虎ノ門」駅
3番出口

412

405

霞ヶ関ビル
文部科学省

ANA
インター

コンチネンタル
ホテル東京

アークヒルズ
気象庁
虎ノ門庁舎

虎ノ門
ヒルズ
森タワー

ニッショーホール
（日本消防会館）

JTビル

虎ノ門病院

特許庁

赤坂
インターシティ

AIR

アメリカ
合衆国
大使館

駐日スペイン
大使館

大倉
集古館

ホテル
オークラ
東京別館

虎ノ門二丁目

特許庁前

銀座線／南北線
「溜池山王」駅
14番出口

虎
ノ
門
ヒ
ル
ズ
駅

C1

溜池山王駅

虎ノ門駅

虎ノ門三丁目

1

神谷町駅

日比谷線
「虎ノ門ヒルズ」駅

A2出口

虎ノ門
タワーズ

東京
ワールドゲート

オークラ
プレステージ
タワー

虎ノ門
ツインビルディング

※当会場には専用駐車場がございませんので、

ご了承のほどお願い申し上げます。


